
令和６年度第２回安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会及び 

第１回地域包括ケア協議会 次第 

日時 令和７年３月２５日（火）     

午後１時３０分から午後３時まで  

場所 安城市役所さくら庁舎第３６会議室 

 

１ 委員紹介・辞令交付 

２ 会長あいさつ 

３ 報告事項及び議題 

（１）令和７年度介護保険事業特別会計当初予算について（報告）：資料Ｐ８～９ 

（２）地域包括支援センターの評価及び結果について（報告）：資料Ｐ１０～１２ 

（３）令和７年度地域包括支援センター事業実施方針、事業計画及び事業計画書に

ついて（承認）：資料Ｐ１３～１９ 

（４）介護予防支援業務の一部委託について（承認）：資料Ｐ２０ 

（５）令和７年度地域包括ケア推進事業計画について（承認）：資料Ｐ２１～２３ 

４ 顧問講評 

５ その他 

（１）次回の開催予定について 

   予定のため、日程・会場等変更となる場合があります。 

日 時 令和７年７月２４日（木）午後１時３０分から 

場 所 安城市役所さくら庁舎２階第３６会議室 

（２）令和７年度人事異動等に係る委員異動について（連絡） 

   任期途中での委員の交代が見込まれる方は、交代予定時期等事務局までお知

らせください。 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会委員名簿 

安城市地域包括ケア協議会委員名簿 

委嘱期間 令和６年７月１日から３年間（令和６年１０月１日現在） 

区分 職名 氏名 

学識経験者 安城市社会福祉協議会会長 ◎神谷 明文 

医療関係者 

安城市医師会会長 ○岡本 雅彦 

安城市歯科医師会会長  大場 茂 

安城市薬剤師会会長  服部 宏明 

安城更生病院事務部長  池田 真紀 

八千代病院事務長  山口 久代 

福祉関係者 

安城市民生・児童委員協議会会長  杉浦 正之 

安城市ボランティア連絡協議会副会長    野上 三香子 

特別養護老人ホームひまわり・安城 

施設長 
 竹内 釈夫 

保健関係者 介護老人保健施設あおみ事務長  舟橋 広治 

被保険者代表 

安城市老人クラブ連合会副会長(第１部

長) 
 冨田 裕明 

安城市町内会長連絡協議会副会長 稲垣 守 

公募市民  頴川 延枝 

公募市民    高雲 しのぶ 

介護サービス

事業者等 
デイネット会長  岡田 昇大 

◎会長 ○副会長 

 

安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会及び安城市地域包括ケア協議会 

顧問 

区分 職名 氏名 

顧問 日本福祉大学名誉教授/佐久大学教授 野口 定久 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会事務局名簿 

令和６年度 

所属等 氏名 備考 

福祉部長 近藤 俊也  

福祉部次長 村藤 守  

福祉部高齢福祉課長 松村 誠  

福祉部高齢福祉課主幹 稲松 隆  

福祉部高齢福祉課長補佐兼高齢福祉係長 佐伯 景子  

福祉部高齢福祉課介護給付係長 奥吉 克樹  

福祉部高齢福祉課地域支援係長 古居 英剛  

福祉部高齢福祉課介護保険係長 金子 聖  

福祉部高齢福祉課介護審査係長 浅井 裕美  

福祉部高齢福祉課介護保険係主査 神谷 勇毅  

福祉部高齢福祉課地域支援係主事補 坂野 日菜子  

福祉部高齢福祉課介護保険係主事補 鈴木 彩花  

 

オブザーバー 

所属等 氏名 備考 

社会福祉協議会総務課長 稲垣 豊彦  

社会福祉協議会地域福祉課長 小林 博史  

社会福祉協議会くらしサポート課長 野々山 行成  
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安城市附属機関の設置に関する条例 

 

平成 25 年 12 月 24 日安城市条例第 34 号 

改正 

令和 6 年 10 月 2 日安城市条例第 31 号 

 

安城市附属機関の設置に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、法律若しくはこれに基づく政令又は他の条例に定めるものの

ほか、地方自治法（昭和２２年法律第 67 号）第 138 条の４第３項の規定に基づ

き、附属機関の設置に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 別表執行機関の欄に掲げる執行機関に、同表名称の欄に掲げる附属機関を

置く。 

（担任事務） 

第３条 附属機関の担任する事務は、別表担任事務の欄に掲げるとおりとする。 

（委員） 

第４条 附属機関の委員（以下この条において「委員」という。）の定数は、別表

委員定数の欄に掲げるとおりとする。 

２ 委員は、別表委員構成の欄に掲げる者のうちから、附属機関の属する執行機関

が委嘱し、又は任命する。 

３ 委員の任期は、別表委員任期の欄に掲げるとおりとし、再任を妨げない。委員

が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同

様とする。 

（委任） 

第５条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項

は、当該附属機関の属する執行機関が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、平成 26 年４月１日から施行する。 
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２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

(１) 安城市特別職報酬等審議会条例（昭和 39 年条例第 44 号） 

(２) 安城市総合計画審議会条例（昭和 40 年条例第 19 号） 

(３) 安城市住居表示審議会条例（昭和 38 年条例第 28 号） 

(４) 安城市青少年問題協議会条例（昭和 34 年条例第 17 号） 

(５) 安城市スポーツ推進審議会条例（昭和 53 年安城市条例第 58 号） 

３ この条例の施行の際現にこの条例の規定により設置された附属機関に相当する

附属機関等（以下「旧附属機関等」という。）の委員である者は、この条例の施行

の日に、この条例の規定により設置された附属機関の委員として委嘱され、又は任

命されたものとみなす。この場合において、これらの委員の任期は、第４条第３項

前段の規定にかかわらず、旧附属機関等の委員の残任期間とする。 

附 則（平成 27 年３月 25 日安城市条例第１号） 

この条例は、平成 27 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年９月 29 日安城市条例第 34 号）              

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年９月 29 日安城市条例第 39 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28 年 12 月 26 日安城市条例第 50 号） 

この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年３月 24 日安城市条例第 12 号） 

この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29 年９月 28 日安城市条例第 34 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（安城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 安城市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和

31 年条例第 18 号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成 30 年３月 27 日安城市条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成 30 年６月 26 日安城市条例第 35 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 27 日安城市条例第１号） 

この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年９月 30 日安城市条例第 31 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月 26 日安城市条例第１号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月 25 日安城市条例第 10 号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年９月 27 日安城市条例第 27 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年 10 月２日安城市条例第 31 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

別表（第２条－第４条関係） 

執 行

機関 
名称 担任事務 

委 員

定数 
委員構成 

委 員

任期 

市長 安城市介

護保険・

地域包括

支援セン

ター運営

協議会 

介護保険事業計

画及び高齢者福

祉計画の推進等

並びに地域包括

支援センターの

設置、運営等に

関する事項の調

査審議 

15 人

以内 

学識経験を有する者 

福祉、医療又は保健の関

係者 

介護サービス事業者又は

介護予防サービス事業者

を代表する者 

介護保険の被保険者 

その他市長が必要と認め

る者 

３年 
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安城市介護保険・地域包括支援センター運営協議会規則 

 

平成 26 年１月 24 日安城市規則第 12 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、安城市附属機関の設置に関する条例（平成 25 年安城市条例

第 34 号）第５条の規定に基づき、安城市介護保険・地域包括支援センター運営協

議会（以下「協議会」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（職務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じ、安城市附属機関の設置に関する条例別表に

定めるその担任する事務について、意見を述べるものとする。 

（会長及び副会長） 

第３条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選によって定め、副会長は、委員のうちから会長が指名する。 

３ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その

職務を代理する。 

（顧問） 

第４条 協議会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、学識経験を有する者のうちから市長が委嘱する。 

（会議） 

第５条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長は会議の

議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の

決するところによる。 

（関係者の出席等） 

第６条 会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求めてその説

明若しくは意見を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第７条 協議会に部会を置くことができる。 
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２ 部会は、会長が指名する４人以内の委員で組織する。 

３ 協議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって、協議会の議決とす

ることができる。 

（部会長） 

第８条 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選によってこれを定める。 

２ 部会長は、部会を総理し、部会の議長となる。 

３ 部会長に事故あるとき又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が指名す

る部会に属する委員が、その職務を代理する。 

（部会の会議） 

第９条 第５条の規定は、部会の会議について準用する。この場合において、同条

中「協議会」とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」

とあるのは「部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第 10 条 協議会の庶務は、福祉部高齢福祉課において処理する。 

（委任） 

第 11 条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議

会が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 26 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 27 年８月３日安城市規則第 26 号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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